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論  文       

日本企業の競争力 

―海外展開を通じた流失と再生 

手島 茂樹 Shigeki Tejima 
二松学舎大学 教授 
(財) 国際貿易投資研究所 客員研究員  

 要約 

筆者は日本の製造業企業の国際競争力を「特殊品」供給に際し、品質を

最大化しつつ、「取引費用」を最小化する生産・経営システムと捉えてい

る。こうした供給サイドの特性を長期間維持でき、しかも高品質・高付加

価値の「特殊品」に対する需要を十分確保できる産業分野では、日本企業

は、強い国際競争力を有する。 

しかし、ICT 革命等の技術革新により、「特殊品」の急速な「汎用品」

化が加速される世界的潮流の中では、「汎用品」化により、「取引費用」は

おのずと縮小される一方、「生産費用」低下へのプレッシャーが強く働き、

多くの日本企業は、アジア企業に対し、国際競争力上不利になる。一方、

グローバルな新商品を継続的に開拓・開発する点では米欧企業に遅れをと

らないことが必要である。 

競争力強化のため、日本企業は、（1）海外生産においても日本国内同様、

徹底した「特殊品」生産を行い、これら「特殊品」に対する需要を確保し

続けるか、あるいは、（2）グローバルな新商品を継続的に開拓・開発し続

けるため現地の人材・経営資源をフルに利用できる企業体制を新たに確立

するかのいずれかを実施する必要がある。 
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 Ⅰ．本稿の目的 

 

日本の製造業企業は、（2.1）に論

ずるように、O.ウイリアムソンの定

義する「特殊品」（注 1）の品質を最

高水準にしつつ、「取引費用を最小

化」し、供給するシステムに基づい

た強い国際競争力を有している。同

時に、（2.2）に論ずるように「特殊

品の汎用品化の加速」と「新たな世

界商品となりうる新製品の開発能力

の醸成」という局面・課題に遭遇し

ている。この現状をどのように超克

するかを論ずるのが本稿の目的であ

る。 

本稿の構成は次のとおりである。

Ⅱ.では、日本企業の競争力の現状と

その変容につき論ずる。Ⅲ.では、ア

ジアへの海外事業展開の効果とそれ

を通じた競争力再生可能性について

論ずる。IV.は本稿の結論である。 

高付加価値の特殊品の供給と需要

が堅持される産業分野（自動車産業

等）では、（2.1）で論ずる「日本型

選好」すなわち、短期の機会主義的

利益よりも長期安定的な取引関係の

保持を選好する志向を持つ「日本型

人材」よりなる「取引費用最小化型

組 織 」（ TCM ＝ Transaction Cost 

Minimization 型組織）によって、日

本企業は十分な国際競争力をもつ。

同様に、海外でも日本と同様の「取

引費用最小化」型の特殊品生産を行

うことによって、世界規模での高度

需要を確保出来れば、競争力を保持

することが出来る。他方、特殊品が

容易に汎用品に転化する産業では、

世界商品となりうる新製品の開拓・

開発のため、海外を含む第一級の優

れた人材を吸収し、かれらによるト

ップダウン経営を行うことが必要で

ある（注 2）。そのためには、「非日

本型選好」、すなわち、長期にわたる

安定的な取引継続よりは短期の機会

主義的利益を選好する志向を持つ

「非日本型人材」よりなる「市場開

発型組織」（MD=Market Development

型組織）を確立する必要がある。

TCM 型組織と MD 型組織の共存・相

乗効果の実現こそ日本企業の究極の

課題である。 

 

 Ⅱ．日本企業の競争力の現状と変容 

 

 （2.1）取引費用の最小化 

日本企業の競争力についての論議
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は多いが、日本企業の競争力の本質

を鋭く捉えたのは、「フォーディズ

ム」に対する「ポスト・フォーディ

ズム」を提唱した OECD の C.オマー

ン等であろう（注 3）。「フォーディ

ズム」の生じた問題、すなわち、20

世紀初頭に確立された「中間財およ

び生産工程のモジュール化と規模の

経済に基づく大量生産方式」が孕む

従業員のモラルの低下、すなわち、

サボタージュ（怠業）、アブセンティ

ーイズム（無断欠勤）、労働生産性の

低下等に対する、効果的な解決策が

日本企業による企業内人的資源の活

性化戦略であり、これが「ポスト・

フォーディズム」と捉えられた。一

方、近年の日本企業は、IT エレクト

ロニクスの分野を中心に多くの困難

に直面しているのも事実である。こ

うした相反的な現象をも含む統一的

な理解が必要である。 

本稿では、日本企業の達成した国

際競争力を、「特殊品」調達に際して

発生する「取引費用の最小化」のプ

ロセス（注 4）であると捉え、その

強みと限界を明らかにする。「取引費

用の最小化」とは、アジア企業が得

意とする、「低生産費用」に基づく汎

用品の価格競争力とは全く異なる。

日米欧の先進国自動車産業のような

成熟産業では、生産技術が確立され、

規模の経済は十分に達成されている

ので、生産費用の最小化は達成済み

で、競合企業間で大きな差異は生じ

ない。しかし「特殊品」調達にかか

る取引費用には明らかな格差が見ら

れる。 

ウイリアムソンは、「特殊品」の度

合い（「特殊度」）が高くなればなる

ほど「取引費用」は増大すると考え、

企業は、特殊度の高い部品について

は取引費用の節約を図るために企業

内で調達し、低いものは市場で調達

するとした（図 1）。 

図 1 で、特殊度が一定水準（S*）

を超えて高い場合には、 

当該特殊品内製の総費用＝「企業

内取引費用（C1）」＋「企業内生産

費用（G1）」 

＜当該特殊品市場購入の総費用＝

「市場取引費用（C2）」＋「市場生

産費用（G2）」 

となるので、企業内での内製が選

択され、逆に特殊度が S*より低い場

合には、 

「企業内取引費用」＋「企業内生

http://www.iti.or.jp/
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産費用」＞「市場取引費用」＋「市

場生産費用」 

となり、市場からの調達（購入）が

選択される（注 5）。ウイリアムソン

は、こうした企業行動について、日

本企業と米国企業で差はないと論じ

たが、筆者は、日本企業は米国企業

とは異なる部品調達戦略により、特

殊部品の一部内製・一部外注により、

取引費用を大きく削減することがで

きると考える。 

日本企業と米国（欧米）企業との

相違は図 2 と図 3 に端的に現れる。

図 2 の ST 曲線は、組立企業の当該

部品内製率に対応した「市場取引費

用と企業内取引費用」の合計を表す

（注 6）。ST 曲線上の J 点は、当該

特殊部品調達に際しての取引費用最

小化点であり、当該部品の「内製と

市場調達との最適組合せ」点である。

明らかに図 2 の J 点における「市場

取引費用と企業内取引費用の合計」

は、図 3 の W 点（ウイリアムソンの

ケース）における「企業内取引費用」

より小さい。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（Williamson, 1985） 

図１ Williamson の取引費用と生産費用（注 5） 

     

C+G

製造費用
取引費用

G=G1-G2

S*
         S0        S**

特殊度

C=C1-C2
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図２ 日本型選好に基づく取引費用最小化（注 6） 

（筆者作成） 

企業内取引費用曲線
C1 curve

         W* (intra-firm transaction cost curve)

市場取引費用曲線
取引費用 C2 curve

(market transaction cost curve)

ST curve W

          J

0 20 40 60 80 100

Internal parts production ratio (α)
部品内製率（％）

図３ 非日本型選好に基づくセカンドベストの選択（W 点）（注 7） 

（筆者作成） 

ST curve

取引費用
　　　　　W*

市場取引費用曲線

　　　　　W

企業内取引費用曲線
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こうした事情は、十分に特殊度が

高いため市場での生産費用が企業内

生産費用に等しくなる「全て」の「特

殊」部品について成り立つため、日

本企業の「総」部品調達率は、米国

（欧米）企業の「総」部品調達率よ

りも低くなり、総取引費用（市場取

引費用プラス企業内取引費用）は、

日本企業のほうが米国（欧米）企業

よりも低くなる。これが、「日本型選

好」に基づく「特殊品」生産に際し

ての、日本企業の「取引費用最小化」

の競争力である。しかも、「日本型選

好」を持つ組立企業内の労働者およ

び部品サプライヤーは、品質改善面

での競争をも常に求められるため、

結果的に、高品質・低コストの製品・

部品の供給が可能である。 

J 点における「取引費用最小化」

の基盤は、部品サプライヤーと組立

企業内の労働者の日本型選好である。

日本型選好を行う「日本型人材」は

下記の特性を持つ。 

（1） 個人の思想・意思の表明よりは

集団の中での調和の重視 

（2） ハイリスク・ハイリターンより

はローリスク・ローリターンを

志向 

（3） 頻繁な転職によるキャリアア

ップよりは同一の職場（企業

内）での昇進を選好 

（4） オープンでドライなネットワ

ーク形成よりは比較的限定さ

れた範囲での濃密なネットワ

ークを志向 

（5） 自由な発想と指導性を尊重す

るよりは方向性と枠組みが与

えられた領域での精緻な分析

と作業を重視 

先にも述べたが、「日本型選好」を

行う「日本型人材」により構成され

る日本企業が、「取引費用最小化

（TCM）型組織」である。TCM 型

組織では、「日本型選好」を行う「日

本型人材」の企業活動を最大限効率

的に遂行させるために、（日本国内で

は）ジョブローテーション、遅い昇

進、終身雇用、退職金等の企業内諸

制度が整備されており、年金・健康

保険等の社会的諸制度のもとで、従

業員が、機会主義的行動をとること

なく、同一企業内に長期間留まり、

生涯にわたって会社に貢献するよう

に動機付けている。「日本型選好」「日

本型人材」「TCM 型組織」及びこれ

らを補完する企業内及び社会的諸制

http://www.iti.or.jp/
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度、これらのすべてが、日本企業の

「固有の競争優位」（O Advantage）

である「特殊品生産にかかる取引費

用の最小化」を支える日本の「立地

の優位性」（L Advantage）である。 

 

 （2.2）「汎用品」化 

前節で論じた日本企業の国際競争

力は、今や、二重の脅威に直面して

いる。 

第一の脅威は、ICT 革命及びモジ

ュール化、デジタル化といった技術

革新により、「特殊品」であった財・

サービスの「汎用品化」、「標準化」

が加速していることである。多国籍

企業間の競争が激化し、価格競争の

プレッシャーが高まったことも「汎

用品化」加速を助長しており、III.

にみるように、日本企業の海外事業

展開自体も「汎用品化」加速に大き

く関与している。汎用品化のスピー

ドが速ければ、独自技術を持たない

供給者であっても、模倣技術を用い

て参入可能であり、必然的に取引費

用は縮小し、「取引費用の最小化」と

いう日本企業の「TCM 型組織」のメ

リットは小さくなる。 

第 2 の脅威は、IT エレクトロニク

ス分野を中心に、高度な新製品を速

やかに開発し、市場に受け入れさせ

る能力において、日本企業は欧米企

業に遅れをとることが多いことであ

る。こうした分野こそ、汎用品の生

産費用面の競争力に劣る先進国企業

の確保すべき領域であり、日本企業

は世界の人材・経営資源をフルに利

用しつつ、グローバルな新商品を継

続的に開拓・開発する体制を確立す

る必要がある。 

以上から、日本企業の国際競争力

の現状を次の表 1 で表すことが出来

る。 

自動車産業に代表される（A）産

業では、供給サイドで、高品質・高

価格の「特殊品」生産で取引費用最

小化の優位性を維持し、同時に、需

要サイドでも、こうした特殊品に対

する大規模市場を確保できる。日本

企業は、「日本型選好」をおこなう「日

本型人材」よりなる「TCM 型組織」

のメリットを遺憾なく発揮し、強い

国際競争力を保持する。さらに、世

界規模で生産拠点を設立することに

よって、十分な規模の経済を達成す

るとともに、高価格・高付加価値の

「特殊品」としての製品（及び部品）

http://www.iti.or.jp/
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市場を世界規模で確保することが出

来る。そのためには、世界規模での

「日本型選好」「日本型人材」「TCM

型組織」の構築が必要であり、実際

に進められてきた。 

表 1 の（B1）産業は（A）産業か

ら派生する。もしも、（A）産業に属

する最終製品が、速やかに「特殊品」

から「汎用品」に転化すれば、上記

特性に基づく日本企業の競争優位も

速やかに失われ、最終製品は（D）

産業にシフトする。しかし、日本企

業は依然として、「特殊品」としての

基幹部品の生産には競争力を保持し

得る。これが、（B1）産業である。

その典型例は、IT エレクトロニクス

産業である。このため、近年、同産

業の企業には、中小企業も含め、一

層の技術流出を恐れて、日本国内に

「特殊品」としての部品の生産をと

どめ（「ブラックボックス化」）、「汎

用品」としての部品および完成品生

産のみ、ASEAN 及び中国で行うも

のが多い。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

需要特性

供給特性 
① 高価格･高付加価値な「特殊

品」を選好する大規模需要。

② 低価格の「汎用品」を選

好する大規模需要。 

(1) 製品としても部品とし

ても、「特殊品」として

の特性を保持。 

(A) 自動車産業では、日本企

業は、最終製品にも部品

にも十分な国際競争力を

保持。 

(D1) 過剰品質の日本企業

は競争力を失うが、価

格競争に適した企業

は競争力を保持。 

(2) 製品としては、速やかに

「汎用品」に移行する

が、部品･設計等、「特殊

品」としての特性を保持

しつづける。 

(B1) 高付加価値部品、高付加

価値素材に国際競争力

を保持。 
(B2) 製品全体を左右する設

計、基幹部品に競争力を

保持。 

(D2) 過剰品質の日本企業

は競争力を失うが、価

格競争に適した企業

は競争力を保持。 

(3) 特殊品から速やかに「汎

用品」に移行する製品･

部品・設計等。 

(C) 標準化によって、差別

化・ブランド化に成功す

る企業は競争力をもつ。

(D3) 価格競争に適した企

業は競争力を保持。 

表１ 
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（B1）産業と似て非なる（B2）産

業では、「特殊品」である基幹部品の

生産者、新製品の設計者、オペレー

テイング・システムの構築者等が、

「汎用品」である最終製品の市場価

値を左右する。古典的な事例として、

インテルの CPU、MPU やマイクロ

ソフトの OS は、汎用品であるパソ

コンの価値そのものを左右する。し

かし、日本企業の多い（B1）産業で

は、特殊部品の世界占有率はいかに

高くとも、新しいコンセプトの新製

品が登場すれば、当該新製品との適

合性は保証されない。（B1）産業の

競争力は（B2）産業よりも脆弱であ

る。 

（C）産業に属する部品及び最終

製品は、供給サイドから見て比較的

容易に「汎用品」化される。しかし、

当該産業に属する企業は、同業者企

業を糾合する組織力・指導力によっ

て、デファクトスタンダードを確立

し、差別化商品・ブランド商品であ

ることを市場に受け入れさせること

ができる。いわば「標準化」するこ

とによって「差別化」することが出

来、高価格の「特殊品」としての延

命をはかることができる。中国にお

けるノキアの携帯電話はこれにあた

る。 

上記のように製品が速やかに汎用

品化する IT エレクトロニクス産業

で競争力を維持するためには、新た

な「特殊品」を速やかに市場に送り

だし、しかもその延命を図るため、

（B2）産業や C 産業で競争力を持つ

必要がある。しかし、日本企業の

「TCM 型組織」はそれには有効では

なく、むしろ「非日本型選好」をお

こなう「非日本型人材」よりなる米

国（欧米）企業のほうが有効である。

「非日本型選好」すなわち、「長期・

安定的な取引・契約関係の保全より

は個々の取引での短期的な機会主義

的利益の獲得を選ぶ」と考えられる

「非日本型人材」の特性は以下のと

おりである。 

（1）集団の中での調和の重視より

は個人の思想・意思の表明、 

（2）ローリスク・ローリターンより

はハイリスク・ハイリターン

を志向、 

（3）同一の職場（企業内）での昇進

よりは頻繁な転職によるキャ

リアアップを選好、 

（4）比較的限定された範囲での濃

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


日本企業の競争力 

季刊 国際貿易と投資 Winter 2007/No. 70●13 

密なネットワークよりはオー

プンでドライなネットワーク

形成を志向、 

（5）方向性と枠組みが与えられた

領域での精緻な分析と作業を

尊重するよりは自由な発想と

指導性を重視。 

こうした特性を持つ「非日本型選

好」を行う「非日本型人材」よりな

る米国（欧米）企業の組織は、「特殊

品」生産にかかる取引費用削減につ

いては、日本企業の「TCM 型組織」

よりも劣っている（注 7）。しかし、

新たな「特殊品」を速やかに市場に

送り出し、しかも特殊品としての寿

命を延命させることに長けている。

こうした欧米型（非日本型）の組織

を「市場開発型組織：MD（Market 

Development）型組織」と定義する。

「非日本型選好」をもつ「非日本型

人材」は日本以外の国、すなわち、

米国・欧州に限らずアジアにおいて

も普遍的に見られるため、MD 型組

織は TCM 型組織よりも、世界の優

秀な人的資源を集め易いという、市

場開拓・技術開発には決定的な大き

なメリットをもつ。 

製品・部品の汎用品化が加速すれ

ば、（D1）（D2）（D3）産業において

共通に、技術吸収能力を十分に保有

する途上国企業が容易にコスト・価

格競争上の優位に立てる。しかも、

近年、途上国を中心に、こうした汎

用品化した財に対する低所得者の大

規模需要が成長しており、需給両面

からアジア企業が競争力を強化して

いる。 

 

 Ⅲ．アジアへの事業展開の意義 

 

1980 年代後半以降の急速な円高

と貿易摩擦を契機とする日本企業の

アジア展開を段階別に類型化すると

以下のとおりである。 

（第 1 段階）「高品質・低コスト」

の生産が、円高と貿易摩擦および生

産コスト上の理由から日本国内で成

り立たなくなる。 

（第 2 段階）アジアへの生産拠点

の移転：より低コストの生産は実現

できるが、高品質を維持するのは困

難。 

（第 3 段階）部品の「汎用品」化、

生産工程の標準化（すなわち、「汎用

品」化）：日本人の熟練をデジタル化

した生産システムを用い、また高度
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な熟練が体化されたうえに、オペレ

ーションは容易な生産財（工作機械）

の使用によって、比較的短期間の研

修によって現地雇用者が作業に習熟

した。一方、特殊品としての部品は

日本から輸入。 

（第 4 段階）特殊品としての部品

の海外現地生産。海外の生産工程の

高付加価値化（特殊品化）。 

注目すべきことに、上記の第 3 段

階までで、生産に関する技術移転が

完了し、国内と同等、あるいはそれ

に近い品質が達成できる場合（多く

の IT エレクトロニクス企業）、当該

品目の、海外への生産シフトが生ず

る。もし投資先国の人材・企業等に

十分な能力があれば、直ちに、模倣

等を通じて、投資先国への製品・部

品・生産についての技術流失を大規

模に生じ、コスト競争力のある現地

アジア企業の出現を見る。これらア

ジア企業が、熾烈な汎用品製品の価

格競争を制し、日本企業は、日本国

内で生産する「特殊品」としての部

品のみが競争力を維持する結果とな

ることも少なくない。 

一方、自動車産業の場合には状況

が異なり、上記の第 4 段階まで至っ

たときに始めて、国内と同等、ある

いはそれに近い品質が達成される。

この場合、 「日本型選好」を行う「日

本型人材」より成る「TCM 型組織」

が必要であるため、模倣等を通じた

技術流失を阻止する障壁となる。

「TCM 型組織」を構築するには時間

をかける必要があるためである。 

以上の検討に基づけば、表 1 に分

類された業種ごとに以下の戦略が必

要であると考えられる。 

（A）産業に属する日本企業は、

海外の「立地の競争優位」を、日本

のそれに近づける努力を最大限行い、

上記海外展開の第 4 段階を達成する

ことが必要である。そのために、海

外においても、経営者と被雇用者、

および、組立企業と部品企業との長

期的信頼関係の構築、すなわち、「日

本型選好」を行う「日本型人材」よ

り成る「TCM 型組織」の構築を図ら

ねばならない。 

（B2）および（C）産業に属する

日本企業は、海外事業活動を通じて、

海外人材と外国企業とのオープンネ

ットワークを有効に利用し、グロー

バル商品となりうる新製品及び部品

を開拓・開発・供給販売する体制を
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構築する必要がある。そのためには、 

「非日本型選好」を行う「非日本型

人材」より成る「MD 型組織」を積

極的に取り入れて、有効に利用しな

ければならない。この目的達成のた

めに、欧米企業との協調と競争とア

ジア企業との協調と競争を、注意深

く形成する必要がある。特に、アジ

アの産業クラスター形成を通じ、日

本企業にもアジア企業にもプラスの

関係を構築する必要がある。 

アジア企業とのプラスの協調の事

例として、たとえば東軟集団（中国

の大手ソフトウエア開発会社：2005

年；劉積仁総裁・二松学舎大・講演、

2006 年；筆者、瀋陽本社訪問、2007

年；筆者、大連ソフトウエアパーク

訪問）がある。同社は、日本企業と

の共同研究開発で急成長した。大連

ソフトウエアパークでは、共同研究

棟を主要顧客ごとに保有、顧客企業

が常駐して共同研究開発を進めてい

る。同社の作った 4 年制大学である

東軟技術情報学院は、日本企業・欧

米企業向けに人材を送り出しており、

特に就職先毎にカスタマイズされた

カリキュラムを用いたユニークな教

育を行っている。また、WKK（香港

の大手 EMS 企業。 2007 年；Senta 

Won 会長・二松学舎大・講演予定）

では、日本企業に倣った工場管理・

従業員管理によって、高品質の自動

車部品製造を行っており、その品質

に対する信頼感から、デンソーに納

入を行っている。 

 

 Ⅳ．結論 

 

（A）産業では、技術進歩が連続

的であり、新製品の開発の方向が見

通し易い。このため、各々の現地市

場に適合した「特殊品」（新製品）を

適切に商品化することによって市場

を確保できる限り、また、劇的な技

術革新とそれに伴う世界需要の大変

動が起きない限り、日本企業は、

TCM 型組織を世界中の生産拠点に

広めることによって、競争力を維持

することが出来る。 

（B1）産業では、特殊品について

の技術のスピルオーバーを回避しよ

うとすれば、「ブラックボックス」政

策を採る必要がある。 

（B2）（C）産業では、新たなグロ

ーバル商品につながる新製品の発掘

と開発・差別化商品化（ブランド化）
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が、最も重要であり、その分野で競

争力を持つ必要がある。そのために

は海外事業を担う組織を可能な限り

MD 型とし、本社機構の見直しも必

要である。 

 

（巻末注） 

（注 1） O.ウイリアムソンは、売り手と買

い手の間に情報の非対称性がある

「特殊品」の生産に大きなサンク

コストを要し、売り手と買い手と

もに機会主義的に行動する場合、

大きな取引費用が発生するとした。

英文参考文献⑬－⑮ 

（注 2） Y. Doz によれば、新市場開拓のた

めには、メタナショナル企業によ

る世界人材の有効活用が必要であ

る。英文参考文献⑩． 

（注 3） OMAN, Charles （ 1994 ） 

“Globalization and Regionalization: 

the challenge for developing 

countries,” Paris: OECD 

Development Centre 

（注 4） 筆者の「取引費用最小化」の議論

については和文参考文献②－④、

英文参考文献⑤－⑨ 

（注 5） WILLIAMSON, Oliver E.（1985）: 

“The Economic Institutions of 

Capitalism,” New York, The Free 

Press による図 1 で、Williamson の

定義した「特殊品」の特殊度が高

ければ、市場での取引費用（C2）

は、企業内取引費用（C1）に比べ

て極端に大きくなる。一方、特殊

度が高ければ、市場での生産費用

（G1）は企業内生産費用（G2）と

限りなく等しくなる。 

（注 6） 図 2 において、日本型選好、すな

わち、短期の機会主義的利益より

も長期安定的な取引関係の保持を

選択することに基づき市場取引費

用曲線も企業内取引費用曲線も横

軸（部品内製率）に対し凸の特性

を生じるため、取引費用最小化

（「特殊品」調達に際しての企業内

取引と市場取引の最適な組み合わ

せ）は ST 曲線上の J 点で達成さ

れる。 

（注 7） 図 3 において、非日本型選好、す

なわち、長期安定的な取引関係の

保持よりも短期の機会主義的利益

を選択することに基づき、市場取

引費用曲線も企業内取引費用曲線

も横軸（部品内製率）に対し凹の

特性を生じるため、ST 曲線上の W

点が取引費用最小化点となる。O.
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ウイリアムソンの結論と合致する

が、図 2 の J 点よりも取引費用が

大きい。 
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